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行政計画策定過程における大学と地域の連携に 
関する考察：地域福祉計画における大学生・ 
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Abstract

This paper discusses the nature of university-community collaboration, particularly in the formulation of 
administrative plans, at a time when regional and community development by local governments is strongly 
linked to collaboration with universities. As the object of analysis, the paper takes community welfare planning, 
an important plan in the field of social welfare policy, and sets as the research questions, what do local 
communities expect from universities and what role universities play in the process of formulating community 
welfare plans. The results of a questionnaire survey and interviews conducted by the author were used in the 
analysis.
The analysis revealed the practice of recognizing university students as residents and encouraging their 
participation to add diversity to local opinions, the practice of trying to incorporate the diverse expertise of 
university faculty members into local welfare planning, and the practice of assigning the role of coordinator 
to universities and university faculty members to streamline the formulation of local welfare plans. Practices 
were identified. The narratives of these practices indicated that university students are expected to represent 
young people who provide new perspectives, and university faculty members are expected to coordinate diverse 
opinions while utilizing their expertise.
キーワード：地域福祉計画，行政計画，学生の参加，大学の専門知識，地域のコーディネーター
Key Word: community welfare planning, government planning, student participation, university expertise, local 
coordinators

1. 問の所在
1.1.大学地域連携と行政計画
　本稿は大学と地域の連携について，特に行政計画策定
場面における連携のあり方を論じるものである。
　大学と地域の連携は ,1980年代に展開される各種政策
の影響を大きく受けてきた。当初大学は産学連携や生涯
学習の担い手としての役割を期待されていたが，その期
待は次第に多様化していった。2000年代には地域形成
の中核として，そして 2010年代には地域資源を利用し
た教育・研究やまちづくり・地方創生といった分野で
も，役割を担うことが期待されるようになった（稲永，
2024）。

　今日，大学と地域の連携は多様な姿を示している。た
とえば中塚雅也と小田切徳美 （2016）は，連携の主体の
専門性の高低と，地域の当事者意識の強弱を軸にして大
学と地域の連携の多様性を示し，交流型，価値発見型，
課題解決実践型，知識共有型といった類型を提示してい
る。これらは伝統的な産学連携的地域連携の形とは異な
る「新しい連携」であり，連携を通じて大学・地域の両
者が主体性・専門性を高め，成長・発展を経験するとい
う特徴を有している。
　このように，今日の大学と地域の連携は，地域行政の
根幹に関わるような営みとなっている。そして地域社会
のステークホルダーの 1人として，大学やそこに所属す
る学生や教員が期待を背負っている。

1.2. 先行研究の課題
　大学と地域の連携が自治体による地域づくりやまちづ
くりと強く結びつく時代において，さまざまな実践が取
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り組まれてきた。またその事例に基づく研究も多数蓄積
されてきた。こうした研究には，単一の大学内での実践
事例を横串で貫きまとめられた研究（平井ほか，2019）
や，複数の大学における実践事例を横断的にまとめた研
究（井尻ほか，2020），学会のプロジェクトとして取り
まとめられた研究（山田，2019）などが含まれる。個別
の事例の面白さや，その事例を通じた大学と地域の関係
の変化を明らかにしながら，幅広い分野の研究者が自身
の研究領域における大学と地域の連携事例を分析してき
た。
　他方で先行研究は，自身が連携プログラムの担い手と
して参与する研究者によって行われることが多く，研究
内容も連携活動の成果や課題に対する大学人としての視
点から記述される傾向にある。そのため自治体行政の文
脈において，地域が大学と連携することの必要性やそれ
がもたらす行政上の利益，また地域と連携する大学に向
けられた期待や役割についての分析は十分だとはいえな
い。
　近年，住民主体の意見が住民参加に基づく行政計画へ
と反映され，地域内のマスタープランとしてまちづくり
の骨子を形成する事例が増えている。地域住民の多様な
ニーズや意見の集約といった過程にも大学が関わること
が増えると予想される中で，大学が地域と関わることの
意味や意義を，第三者目線の評価に基づいて理解するこ
とは重要になると考えられる。
　そこで本稿では，行政計画策定過程における大学の役
割と地域社会との関係性を明らかにする。第 3節ならび
に第 5節で述べるように，行政計画に携わる自治体職員
のインタビュー内容を中心にこれを分析する。

2. 分析対象とリサーチクエスチョン
2.1.分析対象
　本稿では，行政計画の策定過程において地域と連携す
る大学にどのような役割が期待されているのかを明らか
にする。このために社会福祉領域の行政計画である「地
域福祉計画」の策定場面を分析対象とする。
　地域福祉計画とは，市区町村が中心となり，地域住民
の参加を得ながら，地域の福祉ニーズを充足するための
供給体制や供給量を調整していくための行政計画であ
る（畑本，2021）。1980年代より一部の地方自治体で先
駆的に取り組まれた後，理論的・実践的な精緻化が進
み，2000年の社会福祉法改正に伴って法制化がなされた。
2003年より法律に根拠を持つ行政計画として各自治体で
策定が行われ，特に 2018年に策定が努力義務化された
ことによって，社会福祉分野における「上位計画」として，

重要度が一層増している。
　地域福祉計画には，都道府県が策定主体になる「都道
府県地域福祉支援計画」と，基礎自治体が策定主体にな
る「市町村地域福祉計画」があるが，特に市町村地域福
祉計画は，社会福祉・地域福祉領域の研究で重要視され
てきた。これは「住民参加を欠いた計画は法定計画とし
ての地域福祉計画ではない」（武川，2005, p.41)と指摘さ
れるように，地域福祉計画が住民参加を重視するものと
して取り組まれてきたためである。
　また地域福祉計画における住民参加については，ガバ
ナンスの観点から論じられることも多い。1990年代の地
方分権改革では，多様なアクターの参加・協力のもとで
なされる新たな行政の仕組みが求められた。この中で，
地方自治と分権のあり方を示す「リーディングプラン」
として地域福祉計画に注目が集まり（木下，2007），多
様なアクター間でのガバナンスが重要であると論じられ
てきた（金，2009）。
　近年でも「地域共生社会」構築の観点から，ガバナン
スと関連づけた地域福祉計画が論じられている（原田，
2020）。地域福祉の推進に関わる参加者の範囲がより一
層拡大し，地域住民や組織だけでなく専門職や行政職員
なども参加したガバナンスに基づく計画策定が必要だと
されている。
　このように地域福祉計画は，社会福祉・地域づくり・
住民参加という重要な政策理念を包含しており，2000年
以降の日本の社会福祉政策を象徴するものであるといえ
る。
　こうしたガバナンスの枠組みの中で，大学生もまた参
加者となって地域福祉に関わる事例も研究されている
（森・西川，2012）しかし，研究は絶対数として限られ
ており，また単一事例の研究にとどまるという課題もあ
る。加えて，あくまでも連携実施者である大学の視点か
らの分析にとどまり，行政計画策定において中心的な役
割を担う自治体の側の意識について明らかにしていると
はいえない。こうしたことから，地域福祉計画の策定を
事例とし自治体職員のヒアリングに基づいて分析するこ
とで，地域福祉研究，大学地域連携研究の両面に貢献可
能であると考えられる。

2.2リサーチクエスチョン
　第 1節で示した大きな問いと，第 2節で示した地域福
祉計画という具体的な場面を踏まえ，本稿でのリサーチ
クエスチョンを提示する。本稿のリサーチクエスチョン
は「地域福祉計画の策定過程において，大学は地域社会
から何を期待され，どのような役割を果たしているのか」
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である。この問いについて，次節で詳しく論じるように，
筆者が実施した調査の結果をもとに分析を行う。

3.研究方法
　本稿では，地域福祉計画策定過程において，大学と地
域の連携がどのような形で行われているのか，またその
連携に対してどのような社会的な期待が向けられている
のかを論じる。この分析に当たっては，筆者が行った質
問紙調査およびヒアリング調査の結果を用いる。

3.1質問紙調査・ヒアリング調査の概要
　本分析に用いるデータは，筆者が行った調査「地域福
祉計画策定過程における住民参加の実態調査」の結果に
基づくものである。また本稿で使用する以下のデータな
らびに図表等は，筆者の報告書（中野，2023）を典拠とし，
追加の分析を行って再構成したものである。
　この調査は各市区町村における地域福祉計画の策定に
ついて，誰がどのように参加しているのか，また自治体
は地域福祉計画の策定に向けてどのような取り組みや工
夫を行っているかを明らかにすることを目的としたもの
である。調査は質問紙調査とヒアリング調査の 2つの調
査を組み合わせて実施した。
　質問紙調査は，特別区・政令指定都市・中核市・特例
市の全 128自治体を対象として実施した。2022年 6月よ
り実施し，最終的な回答率は 78.91％（101自治体）であっ
た。
　質問紙調査の結果を踏まえ，2段階目の調査としてヒ
アリング調査を行った。ヒアリング対象は質問紙内に設
けた設問註 1に基づき，ヒアリングの同意を得られた 9自
治体を選定した註 2。最終的にヒアリングを行うことがで
きたのは 7自治体であった。
　調査の開始時点では地域福祉計画策定過程における利
害調整に焦点を当てていた。特に，異なる利害を持つ地
域住民や組織の意見をどのように調整するかを明らかに
することを目的として質問紙を作成した。しかし質問紙
調査の結果からは，利害調整のみならず，地域住民の様々
なニーズを発掘しとりまとめる工夫や取り組みに関する
知見も得られた。本稿で扱う大学と地域の連携について
の知見も，これらの成果の一部として明らかになったも
のである。

3.2 倫理的配慮
　本研究の実施にあたっては，筆者が所属する日本大学
文理学部研究倫理委員会による倫理審査を受けている
（承認番号： 06-08)。また倫理的配慮事項については，大

学地域連携学会の倫理規定に基づき必要な対策が講じら
れていることを確認している。

4.質問紙調査の結果 
　本節では質問紙調査の回答の概要を示す。先述のとお
り大学と地域の連携という観点が明確になる前の調査で
あることから，地域福祉計画の策定がどの程度行われ，
またその策定過程にはどのようなアクターが関わってい
るのかについての大枠を示すにとどめる。
　すでに述べた様に，全国の都道府県のうち特別区・政
令指定都市・特例市・中核市の計 128自治体に対して質
問紙を送付した。その結果 101の自治体より回答を得た
（回収率 78.91%）。このうち地域福祉計画を策定している
自治体は 99自治体，策定していない自治体は 2自治体
となり，回答自治体内における策定率は 98.2％となった。
同時点での全国の策定率は，厚生労働省の調査（2023）
によると，100万人以上の自治体で 100％，50～ 100万
人の自治体も 100％，20～ 50万の自治体で 99％，10万
人～ 20万人の自治体で 98%となっており，おおむね同
水準であることが確認できる。
　現行計画の策定年度は，最も古い自治体では 2013年
度であった。他方で最も新しい自治体では 2022年度に，
現行の計画を策定していた。
　次に地域福祉計画策定を担う委員会・審議会の設置状
況を尋ねたところ，これを設置する自治体が 88自治体，
設置しない自治体が 11自治体であった。ただし設置し

図 1 各自治体における初回地域福祉計画策定年度
出典：中野（2023） p.33

図 2 地域福祉計画策定委員会・審議会の設置状況
出典：中野（2023） p.34
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ない自治体のうち 4の自治体では，常設の委員会などに
おいて地域福祉計画を審議していた。
　策定委員会・審議会の運営状況については，庁内の職
員のみで策定委員会を構成する自治体が 3自治体，庁外
の委員を含む策定委員会のみを置く自治体が 62自治体，
庁外の委員のみで構成する策定委員会のみを置く自治
体が 1自治体，そして庁内の委員のみで構成される策定
委員会と庁外の委員を含む策定委員会をどちらも置く自
治体が 26自治体という結果であった。策定委員会を置
く 92自治体の内，89自治体で策定委員会の構成段階か
ら地域福祉推進に関わる個人・団体とともに計画策定を
行っていた。
　委員会に参加する個人の背景についても尋ねたとこ
ろ，最も多く選出されていたのは学識経験者であり，全
自治体で委員に含まれていた。次に多かったのが民生
委員・児童委員・福祉委員などの社会福祉に関する者
で 97.75％，そして 3番目に社会福祉協議会の職員の
88.76％（79自治体）が続いた。
　また，策定委員会を設置する以外の住民参加の方法に
ついて尋ねたところ，94自治体が何らかの方法を設けて
いると回答した。具体的な方法としては，最も多く採用
されているのは住民対象のアンケート・ヒアリング（78

自治体）であり，以下地域内の組織へのアンケート・ヒ
アリング（34自治体），住民参加方ワークショップ（20

自治体），参加型住民懇談会（19自治体）と続いた。ま
たその他の回答は 25自治体あり，このうち 16自治体で
パブリックコメントを住民参加の方法として回答してい
た。

　なお策定委員会のその他委員ならびにその他の参加方
式におけるアンケート・ヒアリングについては，それぞ
れ具体的な参加者を尋ねている。この中では大学・学生
それぞれの回答が，その他委員で 1件ずつあった。

5.ヒアリング調査の結果
5.1.ヒアリング調査の概要
　本節ではヒアリング調査の結果を示す。ヒアリング調
査では，多様な利益や意見が混在する地域において，特
定の組織や個人の意見が地域の意見を代表するものに
なってしまうことを防ぎつつ，意見が対立した場合には
住民の主体性を担保しながら合意形成を進めるための工
夫について聞き取りを行った。質問事項は質問紙調査の
回答を踏まえ，地域福祉計画策定過程における意見・要
望・利害調整の仕組みや方法，合意形成を円滑に進める
ための工夫と効果に焦点を当てた。

図 3 地域福祉計画策定委員会・審議会の参加者の属性
出典：中野（2023） p.35

図 4 策定委員会以外の住民参加の方法
出典：中野（2023） p.37
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　ヒアリングに応じていただいた自治体は，以下の表 1

のとおりである註 3。
　ヒアリング後，録音データを逐語録化し，通読を行っ
た。その中で，想定外の語りとして大学と地域の連携に
関する発言が多くなされていることを確認した。
　そこで，改めてどのような語りがなされているかを確
認するために，該当箇所を抜き出し，語りのグルーピン
グを行った。その結果，以下 3つの話題のグループに分
類することができた。第 1に，大学生を地域の住民と認
識し，彼・彼女らの参加を促すことで，地域の意見に多
様性を持たせようとする実践に関する語りである。第 2

に，大学教員の持つ多様な専門知識を地域福祉計画の中
に取り込もうとする実践の語りである。そして第 3に，
地域福祉計画の策定そのものをより効率的に進めるため
に，大学や大学教員にコーディネーターとしての役割を
付託するという実践についての語りである。
　以上 3つの語りにもとづき，それぞれの実践がどのよ
うなものであるかを，以下で論じる。

5.2.大学生の参加 

　はじめに，大学生を地域住民の 1つとして捉え，彼・
彼女らの意見を地域福祉計画に反映させようとする取り
組みに注目したい。
　大学と地域の連携には，学生を地域と主体的に関わる
意思を持った一市民として育成していくという使命が課
されている（赤池・梶，2019a）。同時に自治体の側も，
大学生を一市民として重視し，彼・彼女らの意見を行政
計画に反映したいという意向を持っている。そうした両
者の思いが交差する形で，地域福祉計画の策定過程にお
いては，大学生の参加を促し意見を得ようとする様々な
取り組みについての語りが得られた。
　たとえばＤ市では，地域福祉計画策定に当たり，住民
ならびに企業などを対象とした意識調査を実施してい
た。この調査では一般住民とは別枠で学生を調査対象と
して設定し，抽出の上質問紙を送付していた。
　一般住民を対象とした調査では，20歳から 60歳の住

民 2000名を住民基本台帳から無作為抽出で抽出すると
ともに，60歳以上の町会加入の市民について市内全ての
町会から定数名ずつ抽出し，合計 1098名を対象として
いる。他方で学生については，高校 1校，大学 2校，専
門学校 2校を対象として 105名に質問紙を配布し，調査
を行っている。一般調査の回答率が 39.5％であるのに対
し，学生調査の回答率は 91.4％となっており，高い回答
率となっている。
　こうした形で学生の意見を聞く場面を確保したことに
ついて，Ｄ市は「若い方が今はまだ入る機会がないので，
いろんな若い方からの視点の意見を聞いてます」と回答
し，また「できるだけ世代を問わずまんべんなく意見を
吸い上げる必要がある」と考えていたことを語った。地
域福祉計画を通じて達成されるまちづくりが長い期間を
かけて完成に向かうものであり，「若者」である学生た
ちがその担い手として活躍していくことを期待して，学
生を対象とした調査を行ったのだという。
 

　この地域福祉，それから地域共生社会の構築に関
しては，5年程度でできるといったスパンではなく，
かなり長いスパンでの構築になるかと思います。な
ので，今高齢になっている方も含めて若い方が当然
これから長い期間この地域の中で活躍いただける層
になりますから，そういった人々を程度取り込んで
いかないと，そもそも地域福祉の推進が成り立たな
いのではないかという意識がありました。

 

　計画策定外でも 3校と連携を継続していることからも，
Ｄ市が将来の地域づくりに向け，地域に暮らす学生を巻
き込むという戦略を採用しているといえる。
　またＥ市でも計画策定の一環として，大学生を対象と
した意見交換を実施していた。Ｅ市の地域福祉計画によ
ると，「どんな地域に住みたいか」をテーマとして大学
生との意見交換を実施し，「子どもの居場所が家と学校
以外にある地域」「商店街が元気なまち」「夏祭り等に色々
な人が関わって，それぞれ自分たちがつくってきたもの

表 1 ヒアリング先一覧
自治体名（仮称） 区分 地域 ヒアリング実施日 インフォーマント数

A市 中核市 関東 2022年 10月 23日 1
B市 政令指定都市 中国 2022年 10月 24日 1
C区 特別区 関東 2022年 10月 31日 2
D市 中核市 北海道 2022年 11月 7日 1
E市 中核市 九州 2022年 11月 8日 3
F市 中核市 東海 2022年 11月 8日 2
G市 政令指定都市 近畿 2022年 11月 24日 1

出典：中野（2023） p.39をもとに再作成
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がある地域」などといった具体的な意見を得たという。
また「大学生は地域のことを考えるきっかけが無いので
情報が欲しい」「人のつながりが地域に関わるきっかけ
となるのでつながりを広げていくことが大事」など地域
と関わるきっかけが必要であるという意見も出されたと
いう。
　この意見交換は，市内にある国立大学が運営を担う団
体と連携して実施したものであったという。この団体は，
市内外の 7つの大学の学生が登録する学生ボランティア
団体であり，ボランティアを希望する学生と，ボランティ
アの機会を提供したいと考える団体のマッチング活動を
行っている団体である。
　この団体を経由し意見交換を実施した狙いと効果につ
いて，Ｅ市は次のように語っている。

　自治会に入っていない世代の意見ということもあ
るのですが，この方たちにどうしたら地域活動に関
わってもらえるかというヒントを得るには，当事者
の方に聞くのが一番のだと思いますので［実施しま
した］。なので，市が考えていることを共有するとい
う狙いも含めてお話をさせてもらいましたし，［学生
さんからも］アイデアも当然いただいて。こうした
ら［地域での活動に］入ることができるのにという
意見も聞くことができるので［学生との意見交換は］
参考になると思います。（［］内は筆者）

　このようにＥ市でも地域活動の担い手として学生を捉
え，彼・彼女らを活動に巻き込むためのアイデアを模索
し，ヒアリングを実施したことがうかがえる。
　さてＤ市・Ｅ市の場合では，学生だけを抽出したり集
めたりして意見を募るといった活動を実施していた。し
かしＦ市の場合は，他の地域内アクターと大学生がとも
に議論し，発言する機会を設けるという取り組みをして
いた。
　Ｆ市では，地域福祉計画の策定のほか，事業推進や評
価を行う，市長の諮問機関である「Ｆ市地域福祉推進委
員会」を設置している。またその組織の委員長の指名に
基づき「事業検討部会」という付属機関を設け，地域福
祉計画の策定に向けた取り組みを行っている。この事業
検討部会において，大学生もメンバーとなりながら意見
出しを行ってきたという。

　市全域で市民の意見を吸い上げるためにはどうし
ようと思いまして，平成 24年，第二次の計画がリリー
スされた後に地域福祉計画推進委員会の付属機関と

して事業検討部会というのを創りました。そこでは
地域福祉計画推進委員会の委員をされている方以外
のいろんな団体，経済団体から学生，あるいは地域
の不動産屋さんなど，そうした方々とのワークショッ
プ形式で［議論をしました］。（［］内は筆者）

　地域福祉という性質を考えますとオブラートに包
んだ話だけでは何も変わっていかないと思っており
ます。もう少しフランクに話せる場があればいいな
ということで（中略）事業検討部会を推進委員会と
同じようなメンバーでやっても同じような議論しか
ならないものですからより，現業に近い人たちが車
座で座談会のように，フリートークで思いの丈を語
る場［として設けています］。（［］内は筆者）

　市民が率直に意見を述べることができる場に大学生も
加わり，地域のあり方を一緒に考えて発言する仕組みを
設ける点は，Ｆ市の工夫とみることができる。
　また意見を述べる仕組みづくりから，大学生とともに
実践する事例もある。それがＡ市である。
　Ａ市では市内の大学生が大学の授業を通じて作成した
「SOSゲーム」を地域福祉計画策定に用いたという。こ
の「SOSゲーム」は地域住民とともに地域の課題を考え
るためのものであり，これを用いて，地域課題を地域福
祉計画に落とし込だという。この取り組みについて，Ａ
市は次のように語っている。

　福祉というテーマは取り組みづらい，難しいとい
う印象を地域の方々に受けられやすいので，SOSゲー
ムという形の，ポップな若い人たちの意見を取り入
れられたのはすごくありがたかったと思ってます。

　地域課題そのものについて若い世代の意見を取り入れ
るだけでなく，これまでにない柔軟な発想を大学生とと
もに考案し，アイデアを集約する方法自体を大学生とも
に考案するという取り組みは，さらに実践的な大学と地
域の連携である。
　以上を要約すると，大学と地域の連携において学生に
向けられた期待が明確となる。大学生は，地域に変革を
もたらす存在として認識されており，加えて今後の地域
の担い手となることも期待されている。地域の変革にあ
たっては，彼・彼女らが積極的，かつ自由な雰囲気で意
見を述べることができる場を提供しており，場合によっ
てはそうした仕組み自体を一緒に考えるなどの工夫もな
されていた。
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5.3.「学術的」専門知識と「ローカル」な専門知識
　本節では大学の持つ専門知識に着目し，それが地域福
祉計画の策定場面でどのように重視されるのかについて
の実践を分析する。
　ここで注目するのは大学教員である。大学教員の中に
は，自身の専門分野を生かし，行政計画の策定に「学識
経験者」として参与する者も少なくない。学識経験者と
して委員を務める大学教員については先行研究を通じ，
「政策デザイナー」として専門知識を提供しながら行政
計画の内容に大きく影響を与えていることが論じられて
いる（吉池，2023）。
　本分析からも，たしかに大学教員が政策デザイナーと
しての役割を担っていることが指摘される。しかしその
際に用いられ，また期待される専門知識は，必ずしも学
術的なものだけではない。むしろ地域ごとの個別性を反
映した「ローカル」な専門知識が，ここでは重要となる。
　象徴的な語りとしてＢ市のものを取り上げたい。Ｂ市
では通常の委員会で参加する学識経験者に加え，臨時委
員として大学教員のＸ氏を追加で委員会に迎え入れてい
る。このＸ氏を臨時委員として任命した経緯に，そうし
た「ローカル」な専門知識を重視する姿勢が表れている。

　地域福祉計画を審議する際に，どうしてもこれま
での計画の策定，改訂，推進に携わられてきた方の
意見も必要ではないかと考えました。加えて，地域
福祉の専門的な視点を持たれた方が委員として必要
ではないかとも考えまして，通常の委員さんとは別
に，専門家である臨時委員を委嘱することになりま
した。委員名簿にあるＸ先生は，かつての策定委員
会の委員長であり，もとの計画にも精通されておら
れて，かつ，地域福祉の学識経験者であるというこ
とで適任だということで，臨時委員として参画して
いただきました。

　ここで語られる専門性とは，第 1に，地域福祉分野に
ついての「学術的」な専門知識に基づくものであり，そ
して第 2に，かつての計画策定に関わり，その文脈を知っ
ているという「ローカル」な専門知識に基づくものであ
るである。この 2つの専門知識を持つという点を，Ｘ氏
を臨時委員とする根拠として語っている。
　このように地域と連携する大学教員が持つ専門知識は
同分野の研究者で代替可能な専門知識であるとはいえ
ず，むしろその教員と地域の結びつきの中で，極めて高
い固有性を示すものとなっていることがうかがえる。

5.4.コーディネートと利害調整
　前節では大学教員を，彼・彼女らのもたらす専門知識
に注目して分析した。その際には　単純な学術的専門性
に加え，各地域固有の事情を反映した「ローカル」な専
門知識に対して期待が寄せられていたことを指摘した。
　こうしたローカルな専門知識と関連し，地域の資源を
理解し，それらをつなげ，また調整するといった，大学・
大学教員の「コーディネーター」としての役割に注目し
たい。
　大学と地域の連携における「コーディネーター」につ
いては，地域と大学をつなぐ専門人材としてのコーディ
ネーターを指すことがある。とくに地域連携コーディ
ネーターと呼ばれる人材は，大学の教育，研究および社
会貢献と地域コミュニティとの領域のゲートキーパーと
して，大学の市民参画の推進を担う役割があると論じら
れている（赤池・梶，2019b）。
　こうしたコーディネーターの役割は，地域福祉計画
策定の場面でも実際に見られる。5.1で見たように，各
自治体の計画策定には様々な形で大学生が参加している
が，たとえばＥ市の事例で登場した，複数の大学の学生
が登録する学生ボランティア団体は，地域連携コーディ
ネーターとしての役割を担う機関であるといえる。
　また具体的な機関だけでなく，大学教員自身がそうし
たコーディネーター役割を果たす場合もある。学生が開
発した SOSゲームを用いた地域福祉計画策定を行ったＡ
市の事例であるが，実はこのゲームを開発した学生は，
地域福祉計画の策定委員会の会長を務める大学教員Ｙ氏
のゼミ生であり，ゼミ活動の一環として別の市との連携
を通じて考案された SOSゲームに着目し，これをＡ市に
おいても採用したという経緯があったという註 4。この場
合においては Y氏が地域連携コーディネーターとしての
役割を実質的に果たし，地域福祉計画における大学と地
域の連携につながったとみることができるだろう。
　他方で大学教員には，別の意味のコーディネーター役
割も期待されている。それはアクター間の利害調整の場
面となる委員会や，住民の意見を集約する場面における
進行役として，コーディネーターの役割が重視される場
面である。
　第 1に委員長を務める大学教員に対して期待される
コーディネーター役割に注目したい。本研究でヒアリン
グを行った自治体のうち，6つの自治体で，大学教員が
委員長を勤めていたのだが，委員長と自治体職員の間で
は入念な意見交換が行われ，委員会を実質的なものとす
るような調整がなされていた。
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　たとえばＡ市では，

　会議前の段階で違うよって思うことがあれば言っ
てもらって直すこともしましたし，もしこちらから
の主張，絶対ここは譲れないところがあれば伝えた
上で，会議では最終的にはこういうふうになったら
いいなという落としどころを伝えて，審議会の運営
を委員長としてしていただいただきました。

　として，委員長がコーディネーターとなり会議の運営
を円滑に行うための工夫を行っていた。
　またＥ市では，単に自治体職員の代理人として委員長
が役割を担うのではない点を強調しつつ，次のように述
べている。

　事前に打ち合わせなどをさせていただきますので，
一応市がどういった狙いでこの会議を開催したいか
という話は共有させてもらいます。それであればこ
ういうテーマで話をしたらといった提案もいただき，
方向性を共有しているという状況です。

　さらにＧ市では事前の打ち合わせを通じ「このような
進行で行きますとか，会議の着地点はこんな形ですとい
うことを調整しております」というような調整の取り組
みをした上で，委員長が参加者の発言を上手に引き出し
ていることを，次のように語っている。

　［前回の地域福祉計画］策定時に委員をしてくだ
さっていたＸ先生が今分科会長をしていただいてい
るんです。ですのでかなり，色々と会を回してくだ
さって，直接何々さんどう思われますか？というこ
とでご指名いただいたり［しています］（カッコ内は
筆者）

　いずれの語りからも委員長と自治体職員の間での事前
の意見交換を通じ計画全体の方向性のすりあわせをして
いることが伺え，また参加する委員が会議で意見を述べ
やすくすることも目指されていることが分かる。
　さらにこうした委員長の役割は，他の参加者と対比す
ることでより際立つ。たとえばＣ区は

　審議会の会長には，事前に「当日はこういった方
向で話を進めていきたい」というご相談はさせてい
ただきますが，それ以外の委員の方には，特に根回
しといったことはしていないです。

　と語っており，またＢ市は ,

　審議会委員に対して会議資料を事前送付していま
すが，事前の個別説明は実施していません。審議会
の場で詳細な説明を行った上で自由に発言をしてい
ただき，審議していただいています。

　と語っていた。もちろん時間的な制約があるとはい
え，会議の方向性を事前に共有しているのは委員長に限
られており，その他の参加者が「その場で意見を述べる」
ことを重視されている点から，委員長にはコーディネー
ターとしての役割が期待されていることが指摘できる。
　さらに，委員長以外の立場でも，議論をとりまとめ，
全体をコーディネートする大学教員の役割がみられる。
　Ｃ区では地域福祉計画をより大きな計画の一部として
位置付け，他の計画との整合性を意識しながら計画策定
を進めており，高齢者福祉計画や介護保険事業計画，障
害者計画など，13の異なる根拠法を持つ計画と一体的な
策定を進めている。こうした複雑で大規模な計画策定に
対し，Ｃ区では，地域保健福祉計画策定の全体的な議論
の場である保健福祉審議会に加え，保健福祉審議会の委
員を務める学識者 5名によって構成される専門委員会を
設置し，ここで計画についての具体的な審議を行ってい
る。
　この 5名の委員は，それぞれ介護保険事業計画推進会
議や区障害者・障害福祉計画推進会議，介護保険事業計
画推進会議や C区健康プラン推進会議といった地域保健
福祉計画に関わる諸計画を策定する委員会で委員を勤め
ており，各計画での審議状況や課題などを，上位計画で
ある地域保健福祉計画の策定場面へと橋渡しする役割を
担っているという。
　学識経験者については障害の計画や高齢・介護の
計画など関連計画の策定の会議体の会長に審議会の
委員になっていただいている関係で，関連計画があ
る分人数が多くなっています。

　基本的には，学識経験者の委員は各計画の策定会
議体の会長ですので，先生方のご意見を頂戴しなが
ら，各計画と齟齬がないようにすり合わせをしてい
ます。

　こうした取り組みからは，個別の計画と全体の計画の
間での調整を行いながら計画を取りまとめるという，よ
り俯瞰的なコーディネーター役割が期待されていること
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がうかがえる。
　また F 市では「地域福祉計画推進委員会」とこれに向
けた意見聴取の場「地域福祉計画事業検討部会」の 2つ
の計画策定の場を設け，特に地域福祉計画事業検討部会
を，課題や取り組むべき内容について提案・調査・検討
する「フランク」な会議体として位置づけることで，よ
り多様な意見を集約しようと努めていた。同時に，それ
によって集約された意見を地域福祉計画推進委員会に引
き継ぐために，大学教員のＺ氏に両部会に参加してもら
い，会議間での橋渡し役をしてもらったという。
　
　［事業検討部会では］Ｚ 先生が部会長になっていて，
Ｚ 先生には地域福祉計画推進委員会の委員もつとめ
ていただいています。事業検討部会で議論されたこ
とは必ず次の推進委員会で報告することっていう立
てつけにしてます。（［］内は筆者）

　この事例は委員長によるものではないが，それ以外の
大学教員もまたコーディネーターとしての役割を期待さ
れている事例としてみなすことができるのではないだろ
うか。住民の率直な意見について，コーディネーター役
割を担うＺ氏によって，議論の背景とともに計画策定の
場へと橋渡しし，効果的に策定過程に反映させるがシス
テムがここでは構築されているのである。
　以上から地域福祉計画に関する大学と地域の連携にお
ける大学教員への期待について次のように述べることが
できる。すなわち，大学教員が学識経験者として地域と
して連携する際には，地域への理解やその地域との関係
性が非常に重要となるということである。一見すると大
学教員は，自らの専門性を根拠に学識経験者として地域
と連携しているようにみえる。しかし実際に学識経験者
が期待されるのは，そうした学術的な専門知識だけでは
ない。それ以上に，多様なアクターの意見を総合的に把
握し，どのように組み立てていけば地域の多様な意見が
組み込まれた実効性の高い計画を策定できるのかを俯瞰
的に検討し，実行することが期待されているのである。
換言すれば，行政計画策定場面で地域と連携する大学教
員に期待されているのは，地域の課題解決に向けた戦略
的な計画策定を推進に向けた調整力やリーダーシップで
あるといえるだろう。

6.結論
　本稿では「地域福祉計画の策定過程において，大学は
地域社会から何を期待され，どのような役割を果たして
いるのか」を自治体職員を対象としたヒアリングによっ

て分析した。その結果，大学と地域社会の関係性におけ
る大学生と大学教員に向けられた 3つの異なる役割を期
待されていることが明らかになった。
　1つめの期待は大学生に対する期待である。大学生に
は地域住民の一員として積極的に意見を表明し，地域福
祉計画に新しい視点をもたらすことが期待されていた。
そのため各自治体は大学生が意見を述べやすい環境の
整備を行っていた。たとえば対象者を個別に抽出して意
見を求める，形式張らずに意見を述べることができる場
を用意する，大学生が考案するゲームを地域福祉計画の
策定プロセスに組み込むといったように，若年層が計画
策定に関わる機会を増やし，地域社会と大学生の双方向
的な関係を構築を行っていた。これらの実践は，大学生
に対し地域社会に新しい変革をもたらす将来の担い手と
しての期待が向けられていることを反映したものであっ
た。
　一方大学教員もまた地域からの期待を向けられてい
た。彼らには学術的専門性はもちろんのこと，より個別
性の高い「ローカル」な専門知識も求められていた。か
つての計画に関わっていた大学教員が臨時委員として再
度任用された事例が示すように，施策の背景にある地域
の事情やこれまでの政策の経緯を理解していることが重
要な専門性と考えられており，その地域についての理解
度も重要な専門性とされていることが示唆された。
　さらに大学教員は，地域内の多様なアクターをつなぎ，
利害調整を行うコーディネーターとしての役割も期待さ
れていた。これが 3つ目の期待である。議事の進行にお
ける論点整理や方向性の提示，多様な意見の集約，そし
て会議体を架橋する意見の橋渡しなど，計画策定の全体
を見渡し管理・運営を行うコーディネーターとしての役
割が期待されていた。
　このように，地域福祉計画の策定過程においては，大
学生・大学教員それぞれが，地域から役割を期待されて
いた。大学生は新たな視点を提供する若年層の代表とし
て，大学教員は専門知識を生かしながら多様な意見を調
整するコーディネーターとして期待されており，それぞ
れの能力を生かした地域福祉計画づくりを，各自治体が
進めていた。
　本稿の知見は，大学という資源が地域福祉計画の策定
過程でどのように活用されているのかを，複数の自治体
の語りから抽出し示した点にある。先行研究の扱いきれ
ていなかった論点を取り上げ，仮説的なモデルを提示し
たことで，本稿は地域福祉研究に対して貢献したといえ
るだろう。
　また本稿が扱った地域福祉計画策定のための仕組み



137

は，地域における地域福祉の担い手に注目し，それぞれ
が有する知識や考えや地域に対するニーズなどを集約
し，よりよい地域づくりを目指すためのものであった。
各自治体はこれを明確に意識し，地域の実情に応じた独
自の仕組みづくりを進めていた。それらの仕組みは，中
塚（2022）が論じる「地域人材エコシステム」論と密接
に関わる論点を提供するものである。
　中塚は，農村地域の人材育成を対象に「人材育成エコ
システム」について論じている。地域内で日常生活を送
る人はもちろん，地域外に住みながらその地域に通った
り通勤したりする人々，その地域を定期的に訪問する，
いわゆる関係人口と呼ばれる人々，そして他の地域での
実戦経験をもとに，その地域へと移動してきた人々など，
多様なアクターが地域づくりに関心を持ち，地域人材と
して活躍することができようにするために，どのような
「手法」が開発されるかがこのシステムの要点であると，
中塚は論じる。各地域の特性に応じた「手法」が開発す
ることで，潜在的な人材の意欲や能力が高まり，それら
の人々の取り組みによって地域の魅力が高まり，このこ
とによってより多くの人が地域に関心を持つようにな
り，地域内外のつながりが一層拡大する，いったように，
優れたエコシステムが形成されることで循環的な地域人
材の育成が可能になることを，中塚は指摘している。
　中塚の指摘は，本稿の知見と重なる要素を持つ。多様
なアクターの参加と地域の実情に応じた「手法」の開発
により，より良い地域の姿が模索されるといった展開は，
地域福祉計画の策定過程においてもみられた。中塚が論
じるようなコミュニティビジネスや地域づくり実践とは
ことなる，より抽象度の高い行政計画の策定であっても，
地域のシステム化は大きな利益を地域にもたらすことが
本稿から明らかになったといえるだろう。
　他方で，とくに社会福祉領域の行政計画である地域福
祉計画だからこそ指摘できる特徴もあったと筆者は考え
る。
　中塚は「人材育成エコシステム」はあくまでも各主体
の自律的なつながりと相互連携によって成り立つべきで
あるとし，特定の管理者がいないことや行政の役割が限
定的なものとなることを想定している（pp.263-264）。一
方で地域福祉は社会保障の一環であり，行政に強い主体
性が求められる。とくに地域福祉計画の策定は市区町村
に努力義務として法律で定められたものであり，自治体
の積極的な関与が必要不可欠である。
　こうしたこともあり，地域福祉計画の策定過程では，
行政職員が委員長を務める大学教員と入念な打ち合わせ
をしたり，行政主導で様々な意見交換の機会をつくった

りして，行政が主体的に「エコシステム」を構築しよう
としていた。行政が地域の多様なアクターの一つにとど
まるのではなく，積極的に「エコシステム」を構築し，
ときにそれを管理・運営している点は「人材育成エコシ
ステム」との違いといえるだろう。
　本稿の知見は，地域づくりに関する先行研究と共通す
る要素を示しつつ，行政計画の策定という実践における
独自の特徴を明らかにした。特に「エコシステム」づく
りにおける行政の役割や責務の重要性を示した点は，本
稿の意義といえる。
　最後に本稿の課題を述べたい。本稿には以下の点にお
いて限界があり，追加の調査・分析が必要だと考えられ
る。
　第 1に，今回の分析対象が大規模な都市部に限定され
ていたことが分析結果に影響を与えた可能性が考えられ
る。
　本研究では地域福祉計画の策定に多様なアクターが参
画していると考えられる自治体を調査対象とするため
に，人口 20万人以上が指定条件となる中核市以上の自
治体を調査対象とした。しかし，人口 20万人以上の自
治体は，日本の全自治体のうち 6.5%に過ぎない（厚生
労働省 2023）。 また2015年時点における大学の立地率は，
人口規模が 1万人未満の市区町村ではわずか 1％，人口
規模 1万から 5万人の市区町村では 10％，人口規模 5万
人から 10万人の市区町村では 33％，人口規模 10万から
30万人の市区町村では 71％，人口規模 30万から 50万
人の市区町村では 100％，人口 50万人以上の市区町村
では 96％，特別区では 91％となっている（国土交通省 

2021）。こうしたことから，本稿が対象とした自治体や
その取り組みが，極めて特殊な事例であった可能性が指
摘できる。
　大学と地域の連携が可能となる背景には，自治体内に
大学があり，また学生・教員が生活していることの環境
的な有利さがあると考えられる。このような有利さは，
学生や大学教員への自治体の期待を膨らませ，連携を促
進する要因となっている。一方で，大学が立地していな
い自治体においては，同様の連携を構築することは難し
いと考えられる。
　以上のことから，本稿で得られた知見をより発展させ
るためには，大学が立地していない市区町村を対象とし
た調査・分析が必要だろう。
　また本研究は大学と地域の連携について，意図的に取
り組む事例から，結果的に連携が行われている事例まで
広く扱ってきた。分析者としての筆者の視点で連携して
いるように映ったとしても，当事者にとっては異なる解
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釈がなされている可能性もあるかもしれない。本項で得
られた知見をもとに，特定の事例に深く参与して各アク
ターの意図やふるまいを精緻にみることが，今後必要だ
ろう。萌芽的な研究である本稿の知見を生かし，研究を
より成長させていきたい。
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【註】
1. 当該の設問は以下 3問である。これらについてはい，
もしくはいいえの選択式で回答を求めた後，はいと
回答した場合にはその詳細を尋ねている。
➀ 計画策定過程において，地域住民・組織の意見や
要望，利害の対立などを調整する仕組みはありま
すか？

➁ 貴自治体のこれまでの地域福祉計画策定で，関係
者間での利害対立が理由で，意見がまとまらな
かったり計画策定が停滞したりするなど，計画策
定に支障を来した経験はありますか？

➂ 自治体として，地域福祉計画策定に向けた合意形
成を円滑にすすめるために行っている工夫はあり
ますか？

2. 質問紙調査設計時には上記➀～➂の全てで「はい」
と回答した自治体を調査対象とすることを想定して
いたが，実際の回答ではその条件を充たす協力自治
体はなかった。そこで，➀と➂の両方で「はい」と
回答した 9 自治体を対象として，メールにて正式に
ヒアリングを依頼した。

3. 本稿では自治体名は匿名化し，自治体種別（特別区・
政令指定都市・特例市・中核市）ならびに自治体所
在地域（総務省地域別表章に関するガイドライン別
表 l  （https://www.soumu.go.jp/main_content/000611949.

pdf)を準用），ヒアリング人数について記述するにと
どめる。

4. SOSゲームの開発経緯についてはその開発に関わっ
た森（2017）で詳細に述べられている。
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